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1.  はじめに

1.1  環境教育の重要性

　持続可能な社会の構築には、技術開発や制度設計だけで
なく、日常生活における個々人の意識改革や行動変化が求
められる。現在、温室効果ガスの排出削減においても民生
部門の取り組みが最重要課題となっているように、環境負

荷の低減にむけた一人一人の消費行動や生活スタイルの変
革が必要とされている。消費側の変革における環境教育の
重要性は繰り返し指摘され、学校教育をはじめとして社会
教育や消費者教育という観点からも数多くの取り組みがな
されてきた1, 2）。最近では、特にグローバルな環境問題に
対する環境教育が求められ、例えば地球温暖化に焦点をあ
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available for school education.
Keywords: Environmental education; Life cycle thinking; Software; Global warming; Pro-environmental behavior; 
Sustainable consumption



Journal of Life Cycle Assessment, Japan

280 Vol.4  No.3  July 2008

てた環境教育プログラム3-5）が提案されている。しかし他
方で、ローカルな環境問題と比べてグローバルな環境問題
は実感が伴い難く、グローバルな環境問題の解決に向けて
行動を促すことの難しさが指摘されている6）。

1.2  LCAに関連する環境教育

　ライフサイクルアセスメント（LCA）は環境問題の解
決に資するツールとして認識され、我が国も含め世界各国
の大学や大学院においてLCAに関する講義が提供されて
いる。LCAに関する講義はまだ日が浅く、効果的にLCA
を教えるための教材やカリキュラムの開発の必要性が指摘
され7）、またその教授方法について国際会議でも議論が進
められている8）。これらの指摘や議論は、多くの場合、研
究者も含め環境問題に関連する仕事に携わることを想定し
て、職業教育の観点から環境影響評価手法としてのLCA
を習得させることを前提としている。
　他方で、中学生や高校生を対象として、LCAやライフ
サイクル思考を取り入れた環境教育の実践報告9-11）が散
見される。例えば、パーティクルボードを用いて鉛筆立て
を制作させライフサイクルの観点から定性的な評価をさせ
たり9）、飲料容器のLCCO2排出量を実際に電卓を用いて
計算させたり10）するなどして、ライフサイクル思考を身
に付けさせることを狙いとしている。これらの取り組みは、
上述したLCAに関する講義とは異なり、必ずしも明示さ
れてはいないが、LCAやライフサイクル思考を取り入れ
ることで環境に配慮した行動の必要性を理解させ促進する
ことを目指していると理解される。
　すなわち、LCA分野においては、1）専門家としての知
識や技能の習得を目的としたLCA手法自体の教育と2） 
広範囲の人々を対象にライフサイクル思考に基づいて環境
配慮行動を促すための教育という2つの方向性をみること
が出来る。後者に関しては、取り組み例も少なく、ライフ
サイクル思考の導入が環境配慮行動の促進において如何な
る効果を持つのか、また既往の数多くの環境教育プログラ
ムと比べて如何なる特徴を持つのかについて理論的そして
実証的な検討が求められる。

1.3  本研究の目的

　上述した背景のもとに、本研究は、環境配慮行動を促
すという意味で効果的な、ライフサイクル思考に基づく
環境教育プログラムを開発し提供することを最終的な目
的としている。その第1報として、本稿では下記の目的に
従って得られた研究成果を報告する。第1に、理論的側面
から環境教育におけるライフサイクル思考の有効性に係
る基本仮説を提示する（第2章）。第2に、その基本仮説
に基づき、環境教育を実施する上で核となり得る基本教

材を開発する（第3章）。第3に、開発された基本教材を
用いて試行的に環境教育プログラムを実践し、基本教材
の有効性ともに基本仮説の妥当性について考察する（第4、
5章）。

2.  環境教育におけるライフサイクル思考の有効性

2.1  現在の環境教育に求められているもの

2.1.1  環境教育の目的、分類、目標

　環境教育の最終的な目的は、自らの意思に基づき環境配
慮行動を行う人材を育てることにあり、その目的を達成す
るためには、幼児から高齢者までのあらゆる年齢層に対し
てそれぞれの段階に応じて体系的に環境教育が行われる必
要がある12-14）。
　そのような多岐にわたる環境教育の活動は、「環境の中
で学ぶ（In）」「環境について学ぶ（About）」「環境のため
に学ぶ（For）」という3つの要素に分類され、それらで構
成される体系的な環境教育が実践的解決行動に寄与す
る15-17）。Inの教育は、自然や身近な生活における観察や
フィールドワークなどの自然体験を通して自然環境に対
する感受性や関心を培うことに重点が置かれる。About
の教育は、自然環境に関する基本的な知識を学び、そし
て環境問題やそれを取り巻く社会問題に関する認識を育
てることが中心課題となる。Forの教育では、InとAbout
の教育を土台に、環境問題の解決にむけた主体的な行動
をとるための態度を身に付けさせ、また判断し行動する
ために必要な能力を育成することが中心的な学習課題と
なる。
　これら3種の環境教育活動によって達成される目標は、
トビリシ勧告18）で示されている5つの目標と照らし合わ
せれば下記のようにあてはまる。Inの教育では気付き

（Awareness）、Aboutの教育では知識（Knowledge）、そ
してForの教育では態度（Attitude）、技能（Skills）、参
加（Participation）がそれぞれ主たる学習目標となる。

2.1.2  発達段階に応じた環境教育活動

　学習者の発達段階に応じて、上記3種の環境教育活動の
重みは異なり、生涯教育の中では図1のように位置づけら
れる16）。幼児期では環境に対する感受性や関心を養うIn
の教育が中心となり、学齢があがるに従い知的認識を高め
るために知識を習得するAboutの教育に重点が移っていく。
学齢期の後半から成人期では、問題解決に必要な態度や技
能を習得するために行動と参加を重視するForの教育に重
きがおかれる。つまり、環境問題の解決に向けて自ら考え
行動する人材を育成するためには、段階を踏んだ一連の環
境教育が必要であると理解できる。
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2.1.3  環境のために学ぶ－グローバルな環境問題－

　今日では地球温暖化に代表されるグローバルな環境問題
に対する環境教育が特に求められ、幼児期から学齢期にか
けて学校教育を中心に幅広くなされつつある。また社会全
体としてもグローバルな環境問題に対する関心や知識は高
まっている。内閣府が実施した世論調査19）でも、全体の
約9割が地球温暖化について関心があり、また温室効果ガ
ス排出量の増加を知っていると回答している。それでもな
お環境教育が重要視されるのは、グローバルな環境問題に
ついての関心や知識が必ずしも行動につながらないことに
ある。それ故に、現在の環境教育において求められるのは、
一定の関心と知識を持ち合わせた学習者を対象とし、関心
や知識が問題解決に向けた行動に結びつくよう活性化する
ことである。つまり、先に示した「環境のために学ぶ」と
いうForの教育が求められる。しかし現実には、Forの教
育が期待される高校の環境教育でも自然環境についての調
査研究をベースにしたものが多いとされる20）。それ故に、
中等教育あたりから重点がおかれる「環境のために学ぶ」
というForの教育（図1）の充実が必要である。

2.2  ライフサイクル思考の有効性

2.2.1  実感を伴ったつながりの認識の必要性

　地球温暖化などグローバルな環境問題は、ごみ減量や里
山保全などローカルな環境問題とは異なり、日常の行動と
直接的に目に見える形ではつながりにくい。また技術のブ
ラックボックス化が進んでいる現代の高度技術社会では、
自らの消費行動が、様々な生産活動そしてそれを支える自
然環境と密接につながっているという意識が一層希薄に
なっている。グローバルな環境問題と個々人の日常の行動
は、物質的には強く結びついているにも関わらず、その実
感に乏しく認識的には断絶している。すなわち、両者の間
には認知的な意味で「ミッシング・リンク」が存在してい
る。このことが、問題解決のための行動に対する責任感や
有効性の認知などを妨げている可能性がある。つまり、環

境問題に対する関心や知識の増大が必ずしも行動として現
れない要因のひとつとして、ミッシング・リンクの存在が
考えられる。そのような解釈が正しいとすれば、現在の環
境教育において重視すべき視点は、自然環境と人工環境は
深い相互依存関係にあり、自らの日常的な行動はグローバ
ルな環境問題と密接につながっていることを実感させるこ
とである。つまり自らの消費行動を単体ではなくシステム
として実感させることである。
　これまでの環境教育においても、相互依存関係やつなが
りの認識に関する重要性は古くから指摘され12, 23）、それ
らを考慮した環境教育プログラムが提案されてきた。その
一例としてWebbing脚注1）を用いた環境教育プログラム5）

が挙げられる。このプログラムでは、環境問題やその防止
のための知識を単に教えるのではなく、学習者を取り巻く
身近な生活とのつながりの中から発想して学んでいくこと
をねらっている。このように環境問題自体をシステムとし
てとらえ、要素間の相互依存関係に着目するというアプ
ローチは環境教育において既に採用されている。しかし、
日常の消費活動からは「見えない」場所で「見えない」環
境負荷をもたらすグローバルな環境問題を対象とする場合、
両者がつながっていることを「実感を伴って」認識させる
ことに重点をおいた教育方法が求められる。このことに、
ライフサイクル思考は寄与する可能性を持つ。

2.2.2  ライフサイクル思考に潜む本質21）

　ライフサイクル思考という概念は、一義的に明確には定
義されてはいないが、「製品や技術の利用に伴う目の前の
直接的な環境負荷だけでなく、それらのライフサイクルに
沿って奥に隠れた間接的な環境負荷をも追跡し、システム
全体の環境負荷を考えること」と言える。ライフサイクル
思考の重要な特徴のひとつは、作る、使う、捨てるという
一連の流れすなわちライフサイクルをシステムとして切り
出していることにある。このシステムの切り出し方は、現
代の環境問題においては、事業者による生産活動だけでな
く、個々人の日常的な消費行動が鍵を握っているというこ
とを反映しており、そこに、ライフサイクル思考に潜む本
質を見出すことができる。
　ライフサイクルというシステムは、消費者にとって直感
的に捉えやすいシステムである。なぜなら、作る、使う、
捨てるという一連の流れ自体が、我々の生活にとって最も
身近でかつ根源的なシステムだからである。人間が生きる
ためには必ず消費が伴い、その消費のために生産や廃棄が

図1　生涯教育としての環境教育

( ), ( )

In

( ), ( )

About

( ), ( )

For

注：阿部16）による図に加筆して作成

脚 注1）Webbingとは、対象となる課題やテーマを中心にすえ、そこか
ら関連する事柄をくもの巣を張るように次々とつなげていき、問題を
整理したり、問題作りの手がかりを発見したり、全体構造を意識化し
たりするために有効な技法。
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発生する。つまり、ライフサイクルというシステムの中心
は「使う」にある。それ故に、ライフサイクル思考は、俯
瞰的なシステム観というよりもむしろ、消費活動を中心に
おくシステム観に基づいていると解釈できる。このことは、
ライフサイクル思考を礎とするLCAが、機能単位という
概念を用いて、消費される製品サービスや技術サービスが
引き起こす間接的な環境負荷を推計するという、製品指向
の環境影響評価手法であることからも理解できる。
　ライフサイクルという括りは、我々の生活において最も
身近で根源的なシステムであり、「消費側の視点」から直
感的に理解しやすい。それ故に、ライフサイクル思考の会
得は、個々人の日常生活とグローバルな環境問題のつなが
りを実感させ、両者の間に横たわるミッシング・リンクを
効果的に再生する可能性をもつ。

2.2.3  ライフサイクル思考の非意図的な刷り込みの影響

　ライフサイクル思考が、実感を伴ったつながりの認識を
もたらし、それが環境配慮行動へ影響するという可能性に
関して、太陽光発電設備の設置に伴う環境意識や行動の変
化に関する研究24-26）が示唆を与える。本藤ら25）では、
質問紙調査から得られたデータの分析に基づき、太陽光発
電システムの「生産と消費の連携」という技術特性が、人々
の環境意識や行動を向上させている可能性を指摘している。
つまり、太陽光発電設備を設置し、発電という生産活動を
身近に感じながら消費生活を送ることで、「日常生活の消
費活動」が、その背後にある「生産活動」と「自然環境」
とつながっていることを認識し、環境意識や行動の向上を
導いた可能性を示唆している。
　この例では、太陽光発電技術そのもの自体の存在が、人々
に対して非意図的に感覚的にライフサイクル思考を刷り込
むことで、実感をもってつながりが意識化され、環境配慮
行動が促進された可能性がみてとれる。この場合は誰かが
意図的にライフサイクル思考を伝えるわけではない。しかし、
この研究成果は、環境教育においてライフサイクル思考を
意図的に伝え、作る、使う、捨てるのつながりを実感させ
ることで、環境配慮行動が促される可能性を支持している。 

2.3  基本仮説

　上記の議論をまとめて、本研究を進める上で土台となる
基本仮説を提示する。
基本仮説1）： 人間が生きる上での根源的な流れである、

作る、使う、捨てる、というライフサイク
ルの視点を採用することで、自らの日常行
動と環境負荷がつながっていることを実感
させ、両者の間に横たわるミッシング・リ
ンクを再生できる。 

基本仮説2）： ミッシング・リンクの再生は、環境に対す
る人々の態度の変化をもたらし、人々の環
境配慮行動を向上させる。

　これらの仮説に基づくならば、グローバルな環境問題に
着目した環境教育において重要視すべきは、ライフサイク
ル思考を身に付けさせ、日常生活の消費活動が、その背後
にある生産活動や自然環境とつながっていること自体を

「実感をもって」認識させることである。 

3.  環境教育のための基本教材の開発

3.1  学習目標と対象者

　先の仮説に基づき、グローバルな環境問題のひとつであ
る地球温暖化を題材として、ライフサイクル思考に基づく
環境教育のための基本教材を開発した。基本教材は、以下
の2つを主たる学習目標を達成できるように設計されている。
1） 身近な製品のライフサイクルを通して、自らの日常の

生活や行動が、自分の見えない部分で地球温暖化と密
接につながっていることに気付き、実感すること。

2） ライフサイクル思考に基づき、日常生活を見つめなおし、
地球温暖化の防止のために自らが出来る具体的な行動
を考えること。

　これら2つの目標は、ライフサイクル思考による「地球
温暖化に関わる知識の有機的な連携による態度の形成」と

「日常生活の中で問題を発見し解決する能力の育成」と言
い換えることができる。既に述べたように、ライフサイク
ル思考を取り入れた環境教育は、InとAboutの教育をあ
る程度前提にして、Forの教育に寄与することを目指して
いる。それ故に対象となる学習者は、環境問題に関わる知
識をある程度学んだ人たちである。本教材を用いた環境教
育を生涯教育の中に位置づけるとすれば（図1）、中等教
育およびそれ以降での実施が想定される。

3.2  ソフトウエア「かばんの中でも温暖化 ?!」

3.2.1  基本教材におけるソフトウエアの利用

　開発した基本教材の最大の特徴は、ソフトウエアを用い
たパソコン実習（PC実習）を中心に据えていることである。
本教材の全体像については後述（3.3節）するが、その核と
して新たに開発したソフトウエアについてまずは説明する。
　上述した学習目標の達成には、第1に、地理的にも時間
的にも広い範囲にまたがり、自分の「見えない」部分で「見
えない」CO2が排出されていることを「実感を伴って」認
識させることが必要となる。里山保全やごみ問題などロー
カルかつ対象物が目に見える環境問題であれば現地調査な
ど直接体験に基づく技法が採用できるが、地球温暖化では
それは無理である。しかしソフトウエアによって、2つの「見
えない」を可視化し、日常の生活や行動が地球温暖化とつ
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ながっている世界を擬似的ではあるが画面上に表現するこ
とが出来る。また第2に、受身でない主体的な学習技法を
採用することが必要となる。この点からも、学習者自らが
操作するソフトウエアを用いたPC実習は効果的である。
　以上の考えに基づき、基本教材の核として、パソコンに
不慣れな学習者でも簡単に操作可能な、MS-Windows上
で動くLCAソフトウエア「かばんの中でも温暖化?!」を
開発した（図2）。

3.2.2  ソフトウエアの概略

　本ソフトウエアは、かばんの中にある身近な製品を題材
に、ライフサイクルにわたり「見えない」場所で排出され
る「見えない」CO2を数値化することで可視化し、CO2の
発生が自らの行動とつながっていることを「見える」形で
示すことで、ミッシング・リンクの再生を容易にするため
のツールである。
　このソフトウエアでは、学習者のかばんの中に入ってい
る様々な持ち物（例えば、ノートやシャープペン）の種類、
個数、使用期間を入力することで（図2：画面の左側）、
1年あたりのかばん全体のライフサイクルCO2排出量

（LCCO2）を算出できる。
　LCCO2の計算結果は、数字で示されると同時に（図2：
画面の右側）、複数のグラフで表示され、定量的な情報を
視覚的に伝えることが可能である。例えば、製品別、ライ
フサイクルステージ別にCO2排出量を示すグラフを画面上
に表示することが出来る（図3）。
　また、2種類のかばんが用意されており、それらの中身
や使い方の違いによるLCCO2を比較できる。図4の画面
では、現状を示すかばん1と、削減案を示すかばん2の結
果を比較したグラフが表示されている。このように、もの
を長く大事に使う、リサイクルする、など自らの身近な行
動変化の結果、現状と比べてどの程度CO2排出が削減可能
かを算出し、グラフで表示することが可能である。

3.2.3  ソフトウエア開発の視点

　本ソフトウエアは、前述の学習目標を達成するべく、ラ
イフサイクル思考に基づき下記の視点をもって設計されて
いる。これらは本ソフトウエアの特徴と言え、学習者の日
常生活が、製品のライフサイクルを通して様々な場面にお
けるCO2排出につながっていることを可視化し実感させる
ことに重点をおいている。

（1）LCCO2推計の対象を「かばんの中身」とする
　かばんの中には、ライフサイクルで考えることによって
はじめてCO2排出とのつながりが認識できる製品（例えば、
ノートやハンカチなど）が数多く含まれており、かつそれ
らの製品は多くの人にとって身近であるためにLCCO2が
実感しやすい脚注2）。加えて、日常生活において限られた
狭い範囲ではあるが、CO2削減行動に関する意思決定（例
えば、シャープペンを長く大事に使うなど）を個人単位で
行うことができる。

図2　開発されたソフトウエア「かばんの中でも温暖化?!」の入力
画面

図4　開発されたソフトウエア「かばんの中でも温暖化?!」のグラ
フ画面

図3　製品別、ライフサイクルステージ別にCO2排出量を示すグ
ラフ画面（全画面表示）

脚 注2）これまでも、環境教育においては身近な問題に目を向けさせ自ら
考えられるようにすることの重要性が指摘されてきた27）。
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（2）どこでどのくらいのCO2が排出されているかを知る
　最終的な結果であるLCCO2の数値だけでなく、日常的
には「見えない」製造や輸送などのプロセスにおいてどの
くらいのCO2が排出されているかを視覚的にわかりやすく
示す。つまり、自分の行動が、日常的には「見えない」場
所での排出につながっていること自体（すなわちつながり
自体）を可視化して実感させるよう試みている。

（3）現状だけでなく行動変化の効果を伝える
　行動変化を促す方法として古くから、行動変化の効果を
自ら確認させるフィードバック法が効果的とされてき
た28）。2つのカバンを用意することで、擬似的ではあるが、
学習者は現状に対する行動変化の有効性、すなわちCO2削
減効果を容易に確認できる。また上記（2）の特徴により、

「見えない」部分での間接的なCO2を意識して、行動変化
の効果をシミュレーションすることができる。

（4）入力は学習者が行うが計算は自動的になされる
　学習者は自らの持ち物の情報を専用のワークシート

（図5）に書き出し、利用年数などを考えながら入力する
ことで現状を確認することができる。他方で、CO2排出量
を求めるための複雑な計算は自動化することで、ライフ
サイクル思考の学習に集中させられる。また、行動変化
に関しても自動計算により様々なパターンの効果を容易
に知ることが出来るため、細かな計算に煩わされること
なく、自らの行動パターンの検討に傾注させることが可
能である。

3.2.4  LCCO2の計算方法

　本ソフトウエアでは、各種製品の製造、使用、輸送、廃
棄、リサイクルの各段階でのCO2排出量を推計し、それら
を積算することでLCCO2を求めている。製造・輸送段階
のCO2排出の推計においては、主として2000年産業連関
表29）とそれに対応した環境負荷データ30）を利用している。
ただし、携帯電話や飲料容器など一部の製品に関しては別
途文献31-33）および企業への聞取り調査による値を引用し
ている。電子辞書や携帯電話など使用段階において電力を
消費する製品に関しては、一般的な使用形態を想定して
CO2排出量を推計している。廃棄段階については、主とし
て文献34）を利用し、製造・輸送と同様に一部の製品に関
しては、別途文献31-33）および企業への聞取り調査による
値を引用している。リサイクルについては、自然資源から
素材を生産するまでCO2排出量から、廃棄物から素材を生
産するまでのCO2排出量を差し引いた差分をマイナスの値

（削減量）として計上している。

3.3  基本教材と学習の流れ

　開発した基本教材を用いて、表1に示す流れに沿って学
習が進められる。前半はパワーポイントのスライドを利用
した講義が主であり、後半はソフトウエアを用いたPC実
習が中心である。基本教材は、先に紹介したソフトウエア

（図2）、パワーポイント・スライド（図7）、2種類のワー
クシート（図5, 6）で構成されている。
　前半の講義は、印刷物などを用いて進めることも可能で
はあるが、パワーポイントの機能であるアニメーションを
利用し動的に見せることで、ライフサイクルにわたるつな
がりの可視化をより効果的にしている。最初に説明する地
球温暖化の負の影響に関しても写真やDVDを利用するこ
とで、より実感が伴うようにしている。また地球温暖化の
影響をきちんと理解しているかを確認するためのワーク
シート（図6）も用意してあり、地球温暖化の説明後に必
要に応じて利用する。

図5　持ち物を書き出すためのワークシート

図6　地球温暖化の影響などを確認するためのワークシート
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　後半の講義は、開発したソフトウエアを用いたPC実習
により、自分の持ち物のLCCO2を自ら計算し、持ち物の
ライフサイクルを通して、自らの日常生活と地球温暖化が
つながっていることを実感させる。前述のように（3.2.3（2）
参照）、ソフトウエア自体もつながりの実感を強める工夫
をしているが、PC実習の途中にもパワーポイントを用い
た説明を組み込み、ライフサイクルにわたるつながりを実
感させることに努めている（図7）。
　この基本教材をベースとして、学習対象者（中高校生、
大学生、一般消費者など）に適した具体的なプログラムや
指導案を作成することが出来る。具体的なプログラムは学
習者の年齢や能力によって変化し得るが、表1に示す学習
内容は基本教材に強く依存しており大きくは変化しない。

講義

テーマ 地球温暖化の被害と日常生活とが、身のまわりで用いられる財やサービスのライフサイクルを通して
つながっていることに気付かせる。

学習内容

1）DVDや写真を用いて、地球温暖化の負の影響とそのメカニズムについて説明する。
2）地球温暖化の主因であるCO2が日常生活のいたるところで発生していることを認識させる。
3）身近な製品である携帯電話を例にライフサイクルの概念について説明する。
4） ソフトウエアを用いて携帯電話のLCCO2を実際に算出してみせ、ライフサイクルの各段階でCO2

が排出されていることを定量的に認識させる。
利用教材 ソフトウエア（図2）、パワーポイントスライド（図7）、ワークシート1（図6）
期待する
心理的・
認知的な

変化

A）地球温暖化の影響とメカニズムの再確認に伴う危機感の認知
B）知識としてのライフサイクル概念の理解
C）実感をもったつながりの認知
D）責任感の認知

PC
実習（1）

テーマ 身近なかばんの中身を題材にLCCO2を計算させ、日常の行動に伴うが気付きにくい間接的なCO2排出
を実感させる。

学習内容

1）携帯電話を例にソフトウエアの基本的な操作方法を教授する。
2） 学習者のかばんにはいっている持ち物の種類、個数、使用年数を、ワークシートに書き出させ、

それらのデータを入力させる。
3） ソフトウエアによって持ち物のLCCO2を計算させ、どのプロセスから、どのくらいのCO2が排出

されているかを確認させる。
4）学習者にLCCO2の計算結果を報告させ、他の人と異なった理由などについて考察させる。
5） いくつか具体的な持ち物をとりあげライフサイクルフロー（図7）を解説し、自らの消費活動がど

んな場面でのCO2排出を引き起こしているかを再確認させる。
利用教材 ソフトウエア（図2）、パワーポイントスライド（図7）、ワークシート2（図5）
期待する
心理的・
認知的な

変化

A）実感をもったつながりの認知
B）責任感の認知

PC
実習（2）

テーマ テーマ：削減シミュレーションを行わせ、地球温暖化防止に貢献する自らの具体的な行動についてラ
イフサイクルの観点から考えさせる。

学習内容

1）京都議定書を説明し、日本では現状のCO2排出量の約13%を削減する必要があることを伝える。
2） 13%削減をひとつの目標として、かばんの中のCO2を減少させるための様々な方策をソフトウエ

アによってシミュレーションさせ、13％という削減目標を達成するための方策を検討させる。
3） 自らの行動変化がライフサイクルを通してCO2削減に寄与できることを定量的に確認し、それを

実際に実行できるか、自分にとって容易な方法はなにかについて考えさせる。
4） かばんという限られた範囲から踏み出し、自らの日常の様々な消費行動についてもライフサイク

ル思考に基づいて振り返らせる。
利用教材 ソフトウエア（図2）、パワーポイントスライド（図7）、ワークシート2（図5）
期待する
心理的・
認知的な

変化

A）実感をもったつながりの認知
B）責任感の認知
C）有効性の認知
D）実行可能性の認知

表1　基本教材を用いた学習の流れと期待する心理的・認知的な変化

図7　パワーポイントスライドの一例：携帯電話のライフサイク
ルフロー
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言い換えれば、基本教材によって規定されている部分が大
きく、ある程度の知識と経験をもつ講師が利用すれば、一
定の学習効果が達成できるようになっている。なお本教材
は、他の教材と組み合わせてより効果的なプログラムとす
ることをも視野にいれ、また学校の授業や講習会に組み込
みやすいように、必要最小限の要素を取り込んだ2 ～ 3時
間で実施可能な構成としている脚注3）。

4.  基本教材を用いた環境教育プログラムの試行

4.1  概要

　開発した基本教材の展開例の1つとして、講義（50分×
1）とPC実習（50分×2）で構成される約3時間の環境教
育プログラムを試行した。プログラム全体は、表1に示す
テーマと学習内容の流れに沿って進められた。本試行の主
たる目的は、本教材が期待する効果を持つかを確認するこ
とである。本試行は、慶応義塾大学と横浜国立大学におい
て主に大学生を対象とし（表2）、講師1名、講師の助手1名、
パソコン実習における助手3名（横浜国立大学では1名）
の体制で実施された。講師は、環境問題やLCAに関する
専門知識は持っているが、アルバイトでも教師経験の無い、
横浜国立大学環境情報研究院の博士課程の学生が担当した。

4.2  質問紙調査の結果ー基本教材の効果ー

　講義終了後、開発した基本教材の効果を測定するために
簡単な質問紙調査を実施し、慶應義塾大学と横浜国立大学
で、それぞれ26名（全員学部生）と11名（全員学部生）
から回答を得た。
　先に述べた仮説と環境配慮行動モデルに関する既往研
究36, 37）の知見（第5章5.2を参照）に基づき、以下の7つ
の設問からなる質問紙を独自に作成した：1）基本教材の
特徴であるつながりに対する認識に関する2つの設問、
2）既往研究で環境行動の規定因として取り上げられている、
危機感、責任感、有効感に関する3つの設問、そして
3）環境行動の行動意図に関する2つの設問。
　図8に質問紙調査の単純集計結果を示す。用意された7
つの設問は、いずれも図8の凡例に示す4つの選択肢から
の単一回答とした。自分の行動とライフサイクルにわたる

図8　質問紙調査の結果

実施場所 慶應義塾大学 横浜国立大学

実施日時 2007年6月18日
午後3時30分～ 6時20分

2007年7月9日
午後6時00分～ 8時50分

対象者

和気研究室のゼミ生30名
（内訳）

商学部3年生17名、4年生11名、
大学院生2名

松本研究室のゼミ生15名
（内訳）

教育人間科学部2年生4名、
3年生3名、4年生4名、大学院生4名

表2　慶応義塾大学と横浜国立大学における試行の概要

脚 注3）例えば、高校では環境教育に充当する年間総時間は4時間以内の
学校が大多数で年間1 ～ 2時間という例も多い35）。中学校や高校での
利用も視野にいれ環境教育に長い時間を割くことが困難という現状も
踏まえている。
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CO2排出とのつながりについて尋ねた問1において最も特
徴的な結果が得られた。この「LCCO2とのつながり」を
講義以前から意識していた学生は16%に留まる他方で、講
義以前と比べて意識するようになった学生は全体の84%を
占めている。より一般的に自分の行動と「社会の様々な活
動とのつながり」を尋ねた問2に関しては、講義以前から
意識していた学生と、講義以前と比べて意識するように
なった学生は、それぞれ全体の30%、68%を占めている。
特にライフサイクルの観点から日常の行動とCO2排出のつ
ながりを意識させる効果が強いことが読み取れる。つまり、
基本教材を用いた環境教育がミッシング・リンクの再生を
促す効果を持ち得ることが認められる。
　また、講義前に比べて、「無駄な買物をしない」「長期間
利用」という環境行動に関する行動意図が向上した学生は、
それぞれ全体の69%、65%を占めている。これらの行動意
図が、実際の行動に結びつくか否かは結論付けられないが、
プログラム試行後に高まったことが確認された。

5.  試行結果の考察

5.1  つながり意識と環境行動意図との関連性

　前章で示したように、基本教材を用いたプログラムに
よって、ライフサイクルを通したつながり意識の向上、お
よび環境行動の意図の向上がある程度認められた。効果的
な環境教育プログラムを創り上げていくためには、このよ
うな効果測定だけでなく、そのような効果が如何に発生し
たかの心理的メカニズムの分析が重要である38, 39）。以下
では、最初に提示した基本仮説である「ライフサイクル思
考に基づくミッシング・リンクの再生が環境配慮行動の向
上を促す」メカニズムについて予備的な分析と若干の考察
を行う。
　まず、つながり意識と環境行動意図との関連性につい
て検討する。表3に、「つながり意識（LCCO2）」と「長期
間利用の行動意図」とのクロス集計表を示す。フィッ
シャーの直接確率検定脚注4）の結果、有意確率（両側）は.074

であり、統計的に十分有意とは言えないが、「つながり意
識（LCCO2）」の違いによって、「長期間利用の行動意図」
に差異があることが一定程度認められる。また、調整済
み残差をみると、3つのセルにおいて期待度数と観察度数
に5%水準で有意な差がある。以前から「つながり意識

（LCCO2）」があった人の多くは、「長期間利用の行動意図」
も以前から持っている。講義後に「つながり意識（LCCO2）」
が強くなった人の多くは、「長期間利用の行動意図」も講
義後に強まっている。これらのことから、「つながり意識

（LCCO2）」と「長期間利用の行動意図」の間には、十分
統計的に有意な関連があるとは言えないが、つながり意
識が行動を促すという意味で検討に値する関連があると
認められる。同様に、「つながり意識（社会の活動）」と「長
期間利用の行動意図」の間にも同様の関連が認められる

（表4）。
　他方、もうひとつの環境行動意図である「無駄な買物は
しない行動意図」に関しては、いずれの「つながり意識」
とも関連性は認められなかった。これら2種類の行動意図
に関する結果に違いが生じた理由として、第1に、「無駄
な買物をしない行動意図」はライフサイクル思考を経るこ
となく到達しやすい明らかな環境行動であるためと推察さ
れる。第2に、携帯電話を例にして使用期間とLCOO2の
関係を説明するなど、「つながり意識」と「長期間利用の
行動意図」の関係を強く意識させる講義内容であったため
と推察される。

5.2  行動意図変化の心理的メカニズム

　次いで、「つながり意識」が「長期間利用の行動意図」
の向上をもたらす規定因となり得るかについて社会心理学
的な側面から考察する。

表3　「つながり意識（LCCO2）」と「長期間利用の行動意図」のクロス集計表と分析結果

脚 注4）χ二乗検定と同様、対応がない2条件間の比率の比較を行う方法
であり、周辺度数に10以下の小さな値があり、各セルの度数のなかに
0に近い値がある時に適用される40）。
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　環境配慮行動に関しては数多くの心理モデルが提示され
（例えば文献36, 37））、行動意図の規定因に関しても完全な
る結論は得られていない。しかし、多くの研究において、
その影響度については議論があるが、共通して見ることが
出来る規定因が存在する37, 41）。そこで本研究で用いた質
問紙においては、つながりの認識と行動意図に加えて、そ
れら2つを結びつける可能性のある規定因として、広瀬37）

が提起している要因連関モデルを参考に、危機感、責任感、
有効感を取り上げた（図6参照）。
　図9は、前項5.1と同様に、フィッシャーの直接確率検
定と残差分析の結果に基づき、各項目間の関連性について
簡単にまとめたものである。2つの項目間に一定の関連性
が認められる場合、それらの項目を実線もしくは破線で結
んでいる。数字は直接確率検定によって求められた有意確
率（p値）であり、p<0.05の場合は実線、p<0.1の場合は
破線としている。なお、図9は、各項目間の関連性を独立
に検討した結果であり、2項目が関連している可能性のみ
を示しており、行動意図向上の総体的なメカニズムを示す
ものではない。
　図9に示すように、2種類の「つながり意識」と「責任感」
はそれぞれ関連性が認められた。自分自身の行動が社会の
様々な活動、そしてそれに伴うCO2排出とつながっている
ことを認識することが、温暖化防止に関する責任感へとつ
ながると推察される。また、「責任感」は「長期間利用の
行動意図」とも関連性がある脚注5）。規範活性化理論42）に
よれば責任感は協力行動の先行要因とされており脚注6）、

「つながり意識」が「責任感」の活性化につながり、その
結果、温暖化防止のための協力行動である「長期間利用の
行動意図」が向上したという可能性が浮かび上がる。
　他方で、つながりの認識が自らの行動の有効感を高め、
行動意図を向上させる脚注7）ことを予想していたが、有効

感と、つながり意識や行動意図との関連は認められなかっ
た。この理由として、質問では「自らの」行動の有効感を
直接的に尋ねておらず、質問文が適切でなかった可能性が
挙げられる。また、有効感が責任感と関連があることから

（図9）、ソフトウエアを用いたLCCO2削減シミュレーショ
ン脚注8）により「削減できる」という有効感が向上し、責
任感が強まり、間接的に行動意図が高まった可能性を指摘
できる45）。

表4　「つながり意識（社会の諸活動）」と「長期間利用の行動意図」のクロス集計表と分析結果

図9　各項目間の関連性

2.
( )

1.
(LCCO2)

7.
4.

3.

5.

.007 .002

.003

.013
.030

.074

.037

.001

.003

p
p<0.05 p<0.1

注： 図中の数字は直接確率検定によって求められた有意確率（p値）で
あり、p<0.05の場合は実線、p<0.1の場合は破線としている。

脚 注5）図9では示していないが、「無駄な買物をしない行動意図」も「責任
感」とは一定の関連性がある（直接確率検定、p値=.055）。

脚 注6）責任感と環境行動の関連性を示した実証的な分析結果は古くから
報告されている（e.g. Antil （1984）43）, Hines et al （1987）44））。

脚 注7）有効性の認知と環境行動の関連性を示した実証的な分析結果は古
くから報告されている（e.g. Ellen （1991）46）, Honnold et al （1979）47））

脚 注8）ソフトウエアを用いて擬似的に自らの行動の効果を知るという意
味では、PC実習は、フィードバック法28）のひとつと解釈でき、「擬似
フィードバック法」と呼ぶことが出来る。
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　危機感に関しても、有効感と同様に責任感に影響を与え
て行動意図の向上に寄与している可能性がある。
　以上の分析結果は予備的なものであり結論づけることは
出来ないが、プログラムの実施が、つながり意識、責任感、
有効感、そして危機感に影響を与え、環境行動意図を高め
た可能性を指摘できる。地球温暖化の場合、責任が個々人
に帰属しがたく、かつ個々人の行動の有効性がわかりにく
い。本教材は、ライフサイクル思考を身に付けさせ、それ
に基づきCO2削減行動を検討することで、責任感や有効性
の向上という、行動に向けたひとつのバリアを突破できる
可能性を持つ。本教材、およびそれが依って立つ基本仮説
の妥当性を十分に検証するためには、継続的に本教材を利
用したプログラムを実施してデータを収集し、より詳細な
分析を行うことが必要である。

6.  まとめと今後の課題

　本研究では、認知的な意味で、「日常の消費活動」とそ
の背後にある「生産活動」や「自然環境」とのつながりが
失われている現状に着目し、このミッシング・リンクをラ
イフサイクル思考に基づき再生することが、消費側の環境
配慮行動の向上に寄与するという仮説を提示した。その上
で、ミッシング・リンクを可視化し効果的に再生すること
を目的として、ソフトウエア「かばんの中でも温暖化?!」
を核とする環境教育のための基本教材を開発した。大学生
を対象に、開発した教材を用いて環境教育を実施し、簡単
な質問紙調査をした結果、ねらいとした「つながりの意識」
と「環境行動の行動意図」が高まるという一定の効果が確
認された。また、つながりの意識が、責任感に影響を与え、
行動意図を高めるという可能性を提示し、環境行動の促進
に関する心理的メカニズムの手がかりを得た。
　今後の発展として、以下の2つの方向が挙げられる。

（1）心理的メカニズムの検討
　最終的なLCA結果の数値だけではなく、そのライフサ
イクルにわたる「つながり（関係の連鎖）」自体を情報と
して提供することが行動変化に結びつく可能性が認められ
た。他方で、その効果の検証やメカニズムの分析は予備的
なものであり、まだ仮説の域をでない。今回は基本仮説の
提示と、それに基づく基本教材の開発を主たる目的として
おり、心理的メカニズムについては簡易な質問紙調査に基
づく分析に留まっている。今後、1）着目すべき心理的要
因および質問文の妥当性を検討した後に質問紙を再設計し、
2）対照群（未実施群や他の環境教育プログラム実施群）
を設定し、3）プログラム実施前後において調査を実施し、
得られたデータを分析することが求められる。また、
4）追跡調査による長期的な効果の分析や、5）質問紙法
以外の方法（具体的な環境行動の変化の測定）などによる

データ収集も今後の課題である。環境行動促進メカニズム
の総体的なモデルを示すために、理論的な検討とともに、
実証的な分析を深める予定である。

（2）基本教材の改善と実用的な環境教育プログラムの作成
　開発した基本教材が大学生に対して一定の有効性を持ち
得ることが示された。今後、大学生以外に対しても開発し
た教材を用いた環境教育を実施し、その有効性について検
討する予定である。実施によって得られる心理メカニズム
の分析結果をフィードバックさせながら、学習者の特性に
応じた実用的な環境教育プログラムを作成することが今後
の課題である。ソフトウエアに関しては、1）より使い易
くすること、2）データをより正確にすること、3）かばん
という小さな範囲から日常生活全般へと対象を拡大するこ
とが改善点として挙げられる。また、基本教材をベースに、
4）高校生を主たる対象とした適切な学習プログラムおよ
び学習指導案の作成、および5）他の環境教育向けの教材
との有機的な連携を視野に入れている。今後、教育現場の
様々な状況を考慮して、属人的ではない環境教育プログラ
ムを作成し、基本教材とともに利用可能なパッケージとし
て提供する計画である。 
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